
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 5.0 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 15.0 5.0 実績値

達成率 － 100.0 － － ％ 達成率 － － － － ％

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

事務事業所管部局長
（幹事部局）

総務部長　松尾紳次 5916

・財政健全化基本方針に沿って取り組んだ結果、平成28年度は収支不足額は５億円、平成29年度は収支均衡を達成し得る見込み（ただし決算段階で構
造的に発生する不用額や執行節減などによる財源の確保50億円を折り込む）となった。
・県税の徴収率は全国１位となった昨年度とほぼ同じ99.1％となった。

施策評価シート 評価実施年度： 平成２９年度

毎年度発生する収支不足
額

億円

目的

その理由

施策３　財政健全化に向けた取り組み

中長期的に持続可能な財政運営の実現に向けて、県民の暮らしや企業活動などへの影響に十分配慮しながら、財政健全化基本方針に基づく改革を推進します。
行政内部の歳出削減努力の徹底に加え、あらゆる事業の見直しを進めることによって、将来にわたり安定的な財政運営が行えるようにします。

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

①施策の目的等

施策の名称

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

・地方創生・人口減少対策と財政安定化の両立のため、平成30年度以降は、これまで以上に、事業の選択と集中、スクラップ＆ビルドの取り組みが必
要。
・また、国に対して地方交付税の総額確保等を引き続き要望していくことが必要。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・地方創生・人口減少対策に取り組みつつ、今後も安定した財政運営を行っていくため、新たな財政運営の指針を平成29年10月に策定する。この指針
に沿って、国の動向を注視しつつ、地方交付税の総額確保など財源措置の充実を国に働きかけるとともに、事務事業見直しを徹底して行う。
・課税自主権を活用して自主財源の拡充を図るとともに、①課税客体を確実に捕捉するなど適正な課税の実施　②県と市町村の相互併任制度や厳正な滞
納処分の実施などにより、税収の確保を図る。

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

・平成29年度は収支均衡を達成し得る見込みとなったが、一方で地方創生・人口減少対策と財政安定化の両立が必要である
こと、また、国の経済財政運営と改革の取組みが、国の予算や地方財政対策、税制や社会保障制度等の改正などにおいて、島
根県の歳入・歳出にどのような影響を及ぼすかが不透明であることが課題である。

B

判断



（単位：千円）

1 510 618 財政課

2 1,233,777 1,253,973 税務課

3 262,224 305,397 税務課

4 819 911 税務課

5 907 1,025 税務課

6 39,211 56,094
政策企画監
室

7 2,577,799 3,136,871 管財課
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施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

収支改善を図ることで、将来にわたって持続可能な行財政構造を構築し、「豊かな自
然、文化、歴史の中で、県民誰もが誇りと自信を持てる、活力ある島根」を創る。

適時・適切な課税を行う

県民の県税に対する理解を深め、期限内申告・納付を促進する。

ふるさと島根寄附のＰＲを最少の経費で効果的に行い、寄附金を活用した県民福祉の
向上に資する事業を実施するとともに、県の財政健全化に寄与する。

適時、適切な納税の告知や税制度等の広報により、納期限内の納付、納入を促進する
とともに、厳正な徴収の執行により税の公平性を確保し、併せて税収の確保を図る。

市町村の税収確保、地方交付税の確保による市町村財政の健全化

建物を長寿命化するとともに修繕費用の平準化、維持更新費用の縮減を図る。

施策３　財政健全化に向けた取り組み

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

収支改善事務

納税事務

課税事務

市町村税支援事務

県税の広報事務

ふるさと島根寄附金

県有施設長寿命化推進事業


